
⚫ 毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」とし、実際に交渉や転嫁が出来たか、下請事業者からのフォロー
アップ調査を実施。
※大企業の取引先中心に年2回・計30万社へアンケート票を送付→ 数年で大企業取引先にリーチできる予定。

⚫ フォローアップ調査の結果を踏まえ、評価が芳しくない親事業者に対し、2022年2月に初めて、業所管の大
臣名で、指導・助言を実施。 指導・助言を受けた経営陣の認識が改まり、調達部門に改善指示する例も。

⚫ 2022年9月は、積極広報・周知、フォローアップ調査の充実、同年7月抜本改正の下請振興基準の活用
等により、指導・助言の対象企業を拡大。

⚫ 実施と改善サイクルの強化で、交渉と転嫁が定期的になされる取引慣行の定着を目指す。

価格交渉促進月間の実施と改善のサイクル強化（8月15日物価・賃金・生活総合対策本部資料）
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②フォローアップ調査の充実
親事業者による対応や回答について
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③指導・助言対象企
業を拡大

下請振興法に基づき、
状況の良くない親事業者に

対して、大臣名で実施

④改善の指示

①価格交渉促進月間
の積極周知・広報

（毎年9月、３月）

※回答が親事業者
に知られないよう、
匿名性の確保を徹
底し集計

※根拠となる振興基準を
抜本改正（2022年7月）

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加
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次回2023年３月の「価格交渉促進月間」に向けた取組

⚫ 次回3月の価格交渉促進月間に向けては、事前の積極的な周知・公報に加え、

– 価格交渉/転嫁をして貰えていない業種（例：トラック、放送コンテンツ等）に対して、業種に特化した価格交渉 講習会の実施、

– 交渉/転嫁を受け入れていない業種に対する、事業所管省庁からの個別の要請など、

交渉・転嫁の評価が低い業種に対して、重点的な対応を行う。

価格交渉サポートセミナー

中小企業庁では、価格交渉力の向上に向けたノウハウ（準備事項、交渉テクニック）に係る 「オンライン講習
会」を実施中。 2021年度は受講者は約2,200名
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1月 2月 3月 4月~6月

指導・助言の強化
（9月の月間の結果の活用）

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査

次回月間の広報、
交渉力向上支援

各業界団体で
業種特有の課題指摘・

改善提案を受止め

改定案

承認自主行動計画の

改定作業開始

結
果
公
表
、
指
導
・
助
言

親
事
業
者
の
取
引
方
針
改
善

３
月
価
格
交
渉
促
進
月
間

２．業界団体を通じた取引適正化のプロセス体系化・強化

１．下請からの情報を活用した取組の強化（価格交渉促進月間）

業所管
省庁への

報告

次
回
月
間
の
周
知
、
対
策

12月

1．下請からの情報を活用した取組の強化に加え、
2．業界団体を通じた改善プロセスの体系化 の２つの適正化プロセスを確立、繰り返し実行。

今後の対策 「２つの適正化プロセス」

下請Gメン300名体制、年間１万件ヒアリング、 業種ごとの課題の把握・分析

交渉
月間
（9月）

の
結果
公表

公
表
内
容
の
充
実

① ② ③ ④ ⑤

業
所
管
省
庁
・
中
小
企
業
庁

関係
省庁
会議

成
果
確
認
、
今
後
の
方
針
の
指
示

・・・

業種横断的な課題の指摘

・・・

公正取引委員会と中小企業庁との連携、情報共有
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